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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 政府が活力創造プランを改訂 

１２月８日、政府は首相官邸で、農林水産業・地域の活力創造本部を開催し、

農林水産業改革の基本方針となる「農林水産業・地域の活力創造プラン」の改

訂を決定した。 

同プランにおいて、卸売市場を含めた食品流通構造の改革として、卸売市場

の開設や取引について、規制を緩め、自由度を高める一方で、公正な取引を守

るため、国が基本方針を示し、指導監督も行うことが示された。また、農業用

ハウスなどの内部の土地を全面コンクリート張りにした場合、農地扱いにして

税負担を軽減すること等が示された。 

 

Ⅱ 通商交渉をめぐる情勢 

１２月１１日、東京都内で「ＴＰＰ１１協定及び総合的なＴＰＰ等関連政策

大綱に関する説明会」が開催され、批准方法等について質疑され、ＴＰＰ１１

として再度国会に諮る等の応答が行われた。 

１２月８日、安倍首相とユンケル欧州委員長が電話協議で、日ＥＵ・ＥＰＡ

交渉について投資紛争の解決制度を除いた関税・ルール各分野で合意を確認し、

当交渉が妥結に達した。 

 

Ⅲ 予算をめぐる情勢 

１２月１５日、農水省は、自民党農林合同会議に平成２９年度農林水産関係

補正予算案および平成３０年度農林水産関係予算の概要を示した。いずれも２

２日に閣議決定が行われる。 

２９年度補正予算では、ＴＰＰ・ＥＰＡ対策に３，１７０億円を計上し、「畜

産クラスター事業」に５７５億円、「産地パワーアップ事業」に４４７億円そ

れぞれ充てるとされている。 

３０年度当初予算では、生産調整の見直しに伴い、平成２９年度には７１４

億円措置されていた１０アール７，５００円の「米の直接支払交付金」の廃止

分が、「収入保険制度」への新規計上２６０億円と、これに、水田活用の直接

支払い交付金と農業農村整備事業費の前年からの増額分を合計した７４２億

円に充てるとされている。 

 

Ⅳ 与党が平成３０年度税制改正大綱を決定 

与党は１２月１４日、平成３０年度税制改正大綱を決定した。都市農業振興

等に関して一定の措置が行われた。 



Ⅰ 政府が活力創造プランを改訂 
― 卸売市場を含めた食品流通構造の改革等を追加 ― 

 

１．「農林水産業・地域の活力創造プラン」の改訂 

○ １２月８日、政府は首相官邸で、農林水産業・地域の活力創造本部を開催

し、農林水産業改革の基本方針となる「農林水産業・地域の活力創造プラン」

の改訂を決定した。（改訂内容のポイントは別紙１の通り） 

 

〇 決定を受けて、安倍首相より以下の挨拶がされた。 

本日、農林水産業・地域の活力創造プランを改訂しました。農業に続き、今般、

抜本的な林業改革案を固めるとともに、水産業改革の方向性を明確にしました。 

森林資源を適切に管理しながら、林業を成長産業にしていく。そのため、意欲あ

る林業経営者に森林経営を集積・集約化させる森林バンクを創設する。 

水産業も適切な資源管理と成長産業化の両立が必要であります。本日決定した水

産政策の改革の方向性に即し、来年夏を目途に、ゼロベースで抜本的な改革案を取

りまとめてもらいたいと思います。 

さらに、卸売市場を含めた食品流通構造の改革など、農政改革についても引き続

き手を緩めずに進めてまいります。 

本日改訂された活力創造プランに沿って、次期通常国会に関連法案を提出しま

す。そして政策改革を確実に具体化していきます。 

安倍内閣は、農林水産業全体にわたって改革を展開し、若者が将来に夢や希望を

持てる農林水産新時代を切り拓いていく。関係各位の一層の御努力をお願いしたい

と思います。 

 

〇 農業に関連するものでは、卸売市場を含めた食品流通構造の改革、農地制

度の見直しが追加されており、来年の通常国会に関連法案が提出される。 

 

【追加された主な項目（農業関係抜粋）】 

＜卸売市場を含めた食品流通構造の改革＞ 

・卸売市場の開設や取引について、規制を緩め、自由度を高める。一方で、

公正な取引を守るため、国が基本方針を示し、指導監督も行う。 

＜新たなニーズに対応した農地制度の見直し＞ 

・相続未登記農地を担い手に集積するため、実質的な管理者（相続人のうち

固定資産税などを支払っている者など）の判断で貸出しができる制度を創

設する。 

・農業用ハウスなどの内部の土地を全面コンクリート張りにした場合、農地

扱いにして税負担を軽減する。 

 



２．卸売市場を含めた食品流通構造の改革 

〇 政府・与党は、卸売市場法見直しに関して自民党の論点整理、規制改革推

進会議の提言を踏まえ、１１月末までにとりまとめを行い、その内容を「農

林水産業・地域の活力創造プラン」の改訂に盛り込む予定としていた。 

（経緯等は「農政をめぐる情勢」平成２９年１１月号を参照） 

 

〇 １１月２４日午後、規制改革推進会議・農林ＷＧ、未来投資会議構造改革

徹底推進会合、「地域経済・インフラ」会合の合同会合が開催され、「卸売市

場を含めた流通構造の改革を推進するための提言」を公表した。 

（ポイント・経緯等は「農政をめぐる情勢」平成２９年１１月・追補を参照） 

 

〇 ２９日、規制改革推進会議の提言に対し、自民党卸売市場議員連盟（会長：

森山裕自民党国会対策委員長）は緊急集会を開き、卸売市場法の堅持や、中

央卸売市場の「認可制」維持を柱とする決議を採択した。そのため、１１月

末までの自民党の了承は得られず、改革案の決定は１２月初旬に見送られた。 

 

〇 ８日に決定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」の中で、「生産

者・消費者双方のメリット向上のための卸売市場を含めた食品流通構造の改

革について」が示された。（別紙２の通り） 

 

〇 中央卸市場の開設者の自由化や取引規制の緩和を進める一方、自民党決議

を一定程度反映し、公正で安定した市場運営となるよう国・都道府県による

指導・監督など公的な関与も維持する内容となっている。 

 

 

 

【農林ＷＧ等の提言のポイントと活力創造プラン内容の比較】 

農林ＷＧ等の提言（11/24） 活力創造プラン（12/8） 

・流通全体を視野に入れた統一的な制

度構築 

一体性のある制度を構築 

・取引規制は「受託拒否の禁止」も含

め原則廃止 

国が方針を示す共通ルールに「受託

拒否の禁止」を含む 

・卸売市場の開設を「認可制」から「認

定制」へ 

・中央卸売市場の開設者を行政に限る

（「認定制」とした上で、）公正で安

定した市場運営となるよう国・都道

府県による指導・監督 



規制を撤廃 

・新制度施行後５年をめどに見直し （同様の内容を記載） 

 

〇 政府は、来年の通常国会に、卸売市場法及び食品流通構造改善促進法につ

いて、それぞれ改正する法案を提出する。 

 

３．新たなニーズに対応した農地制度の見直し 

〇 １１月２４日、規制改革推進会議・農林ＷＧは「新たなニーズに対応した

農地制度の見直しに関する意見」も決定した。なお、２９日に規制改革推進

会議（本体）が開催され、本体会議としても決定している。（別紙５の通り） 

 

〇 意見の中で、「対応すべき事項」として、①底地を全面コンクリート張り

した農業用ハウス等の農地法上の取扱い、②相続未登記農地等の農業上の利

用の促進、を掲げている。 

 

〇 １２月８日に決定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」の中で、

上記①、②に関する記載が盛り込まれた。（ポイントは前述ｐ．１の通り。「農

林水産業・地域の活力創造プラン」関係部分の抜粋は別紙６の通り） 

 

















Ⅱ 通商交渉をめぐる情勢 
― ＴＰＰ１１説明会開催、日ＥＵ・ＥＰＡ妥結 ― 

 

１．ＴＰＰ１１（ＣＰＴＰＰ） 

○ １２月１１日、東京都内で「ＴＰＰ１１協定及び総合的なＴＰＰ等関連政

策大綱に関する説明会」が開催され、農業や食品関係団体、市民団体などか

ら４００人以上が参加した。 

 

〇 同説明会では、内閣官房ＴＰＰ等政府対策本部より、ＴＰＰ１１、ＴＰＰ

等関連政策大綱の概要について示された。 

（概要については「農政をめぐる情勢」平成２９年１１月号参照） 

 

〇 その後、出席者から見直し条項や批准方法について質疑があり、内閣官房、

関係省庁より応答が行われた。主な内容は以下の通り。 

 

【主な質疑応答の内容】 

・見直し条項について、わが国の農業分野で懸念されているセーフガードと

乳製品は、どのように担保されているのか。 

（市民と政府のＴＰＰ意見交換会全国実行委員会） 

→署名後に離脱した国もおり確実な担保は難しいが、乳製品の関税割当や牛

肉のセーフガードについては、茂木大臣が明確に発言をし、異論はなかっ

た。非公式であるが、理解いただいているという確認も取れている。 

（内閣官房） 

 

・製品と国境措置の整合性について、対策大綱にはパスタ・菓子で対策を講

じると書かれた。国内のメーカーの競争力はまだ弱く、そういった点をふ

まえて、本予算を含めた対策を講じてほしい。   （食品産業センター） 

→小麦粉は日ＥＵ・ＥＰＡ交渉でもしっかり確保した。国境措置について、

パスタの関税を段階的に撤廃する際の、国内メーカーの競争力とのバラン

ス確保や、既存の農林水産予算とは別の財源確保など、財政当局と協議中

ではあるが、しっかり対策を確保していきたい。       （農水省） 

 

・ＴＰＰ１１は新協定として国会批准を行うのか。もともとのＴＰＰは現在

眠った状態だが、米国が戻ってきた場合はＴＰＰ１１に加盟し、凍結した

ものを解凍するかたちになるのか。もしくはＴＰＰに加盟するのか。 

（日本消費経済新聞） 

→ＴＰＰ１１は新協定なので、再度国会に諮ることになる。米国が戻る先と

しては、新規加盟国としてＴＰＰ１１に加盟するというよりも、原協定の

ＴＰＰに戻るものと考えられる。仮に米国がＴＰＰの批准手続きを終えれ

ば、既に日本とＮＺは批准しているので、あと３カ国が批准することによ

り発効が可能となる。その場合、ＴＰＰ１１各国は順次ＴＰＰ１１を脱退



する。日本とＮＺ以外の国は、再び議会でＴＰＰを審議することとなる。

なお、ＴＰＰとＴＰＰ１１が併存すると、関税割当枠も二倍あることにな

るが、そうした場合のためにも見直し条項がある。調整を行ったうえで順

次移行していくこととなる。               （内閣官房） 

 

２．日ＥＵ・ＥＰＡ 

○ １２月８日、安倍首相とユンケル欧州委員長が電話協議で、日ＥＵ・ＥＰ

Ａ交渉について投資紛争の解決制度を除いた関税・ルール各分野で合意を確

認し、交渉妥結に達した。協定文を取りまとめて平成３０年夏にも署名し、

平成３１年春までの発効を目指すと報道されている。 

（共同声明の仮訳は別紙１、外務省作成関連資料は別紙２の通り） 

 

〇 ＥＵにおいては、日ＥＵ・ＥＰＡは関税分野とルール分野で承認プロセス

が異なり、関税分野は欧州委員会の権限で発効させることができる。 

 

〇 日本政府は、企業の海外進出のために投資紛争の解決制度等のルールを重

視してきたが、対立解消のめどが立たないので、関税引き下げを先行させる

ことを容認したと報道されている。 

（大枠合意の内容は「農政をめぐる情勢」平成２９年７月号参照） 
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Ⅲ 予算をめぐる情勢 
― 補正予算、ＴＰＰ等関連対策に３，１７０億円 ― 

 

１．平成２９年度補正予算について 

○ １１月２４日、政府は日ＥＵ・ＥＰＡ対策を踏まえた「総合的なＴＰＰ等

関連政策大綱」を決定した。 

（同大綱の概要等は「農政をめぐる情勢」平成２９年１１月号参照） 

 

〇 改訂後の政策大綱では、体質強化対策について、「本政策大綱策定以降、

各種の体質強化策がとられてきたが、引き続き実績の検証等を踏まえた所要

の見直しを行った上で、必要な施策を実施する」と新たに書き込まれていた。 

 

〇 また、１１月２９日、財務省の財政制度等審議会（会長：榊原定征経団連

会長）は「平成３０年度予算の編成等に関する建議」を麻生財務大臣に提出

していた。（別紙１の通り） 

 

〇 １２月１５日、農水省は、自民党農林合同会議に平成２９年度農林水産関

係補正予算案を示し、了承された。（別紙２の通り） 

 

【２９年度補正予算のポイント】 

＜ＴＰＰ・ＥＰＡ対策＞ 

・担い手確保・経営強化支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・50億円 

・農地の大区画化・汎用化の推進･・・・・・・・・・・・・・・・350億円 

・中山間地域所得向上支援対策･・・・・・・・・・・・・・・・・300億円 

・産地パワーアップ事業･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・447億円 

・水田の畑地化の推進･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・457億円 

・畜産クラスター事業･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・575億円 

・国産チーズの競争力強化･・・・・・・・・・・・・・・・・・・150億円 

・農畜産物輸出拡大施設整備事業･・・・・・・・・・・・・・・・100億円 

＜農業改革＞ 

・水田活用の直接支払交付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・50億円 

・甘味資源作物生産性向上緊急対策・・・・・・・・・・・・・・・16億円 

・畑作構造転換・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30億円 

・「農泊」の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3億円 

・鳥獣被害防止・ジビエの利活用推進・・・・・・・・・・・・・・13億円 

・食品産業の生産性向上緊急支援事業･・・・・・・・・・・・・・・2億円 

・革新的技術開発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10億円 

＜防災・減災対策＞ 

・農業農村整備事業･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・468億円 

 



〇 ＴＰＰ・ＥＰＡ対策に３，１７０億円を計上し、「畜産クラスター事業」

に５７５億円、「産地パワーアップ事業」に４４７億円それぞれ充てるとさ

れている。 

 

【主な予算計上額の推移（単位：億円）】 

 
平成２７年度 平成２８年度 

平成２９年度 
（閣議決定前） 

産地パワーアップ事業 505 570 447 

畜産クラスター事業 610 685 575 

全体 3,122 3,453 3,170 

 

〇 農林水産関係総額では４，６８０億円とされており、今後、２２日に閣議

決定と報道されている。 

 

２．平成３０年度当初予算について 

〇 ３０年度農林水産予算概算要求は、２９年度予算比１５％増（３，４５４

億円増）の２兆６,５２５億円で８月末に農水省から財務省に提出されてい

た。 

 

〇 １２月１５日、農水省は、自民党農林合同会議に財務省と折衝中の平成３

０年度農林水産関係予算の概要を示した。 

 

【３０年度当初予算のポイント】           ※カッコ内は前年度予算額 

＜構造改革の推進＞ 

農地中間管理機構による農地集積・集約・・・・・・・112億円（115億円） 

農地の大区画化・・・・・・・・・・1,110億円の内数（1,034億円の内数） 

＜水田フル活用＞ 

水田活用の直接支払い交付金・・・・・・・・・・3,304億円（3,150億円） 

収入保険制度の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・260億円（新規） 

＜強い基盤づくり＞ 

農業農村整備事業・・・・・・・・・・・・・・・3,211億円（3,084億円） 

強い農業づくり交付金・・・・・・・・・・・・・・・202億円（202億円） 

＜輸出力強化＞ 

輸出環境整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・大臣折衝中 

ＧＡＰ拡大の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６億円（６億円） 

＜食の安全確保＞ 

安全な生産資材の供給体制整備・・・・・・・・・・・・・４億円（３億円） 

＜農村漁村の活性化＞ 

中山間地農業ルネッサンス事業・・・・・・・・・・・400億円（400億円） 

ジビエ利活用推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・105億円（97億円） 

＜林業の成長産業化＞ 

林業成長産業化総合対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・大臣折衝中 



○ 水田転作に助成する「水田活用の直接支払い交付金」は３，３０４億円（前

年度比１５４億円増）で、平成３０年度からの米の生産調整見直しを着実に

するため、要求額を満額確保した。 

 

○ 生産調整の見直しに伴い、平成２９年度には７１４億円措置されていた１

０アール７，５００円の「米の直接支払交付金」が廃止となるが、「収入保

険制度」への新規に２６０億円が計上されるとともに、水田活用の直接支払

い交付金及び農業農村整備事業費を前年から増額している。農水省は、これ

ら３事業について「米の直接支払交付金の財源を活用して充実できた」と説

明した。 

 

〇 今後、２２日の閣議決定に向け、林業の成長産業化と農林水産物・食品の

輸出促進の２項目を重点に予算獲得を目指すとされており、農林水産関係総

額は２兆３，０２０億円前後となる見通しと報道されている。 

 

















 
 

Ⅳ 与党が平成３０年度税制改正大綱を決定 
― 生産緑地を貸借した場合も相続税納税猶予を適用 ― 

 

○ 与党は１２月１４日、平成３０年度税制改正大綱を決定した。 

 

１．農業分野の税制改正について 

〇 １１月１６日、自民党農林部会で部会重点要望が決定された。ＪＡグループで

は以下の６項目を重点としていたが、このうち都道府県中央会に関する税制以外

は自民党農林部会の重点要望事項とされていた。 

 

〇 １２月１４日に決定された与党税制大綱においては、自民党農林部会が掲げた

重点要望に掲げた５項目について一定の措置がされた。 

 

〇 ＪＡグループが重点としていた６項目と与党税制大綱に盛り込まれた内容は以

下の通り。 

 

【ＪＡグループの重点６項目と与党税制改正大綱】 

ＪＡグループの重点６項目 与党税制改正大綱の内容（12/14） 

農業経営基盤強化準備金制度の

延長および内容の拡充 

・①対象法人から特定農業法人である農地所有適

格法人（認定農地所有適格法人を除く）を除外、

②対象となる交付金等から経営所得安定対策交

付金を除外、等の上で適用期限を２年延長 

軽油引取税の課税免除の特例措

置の恒久措置化 

・恒久措置化はされなかったが、適用期限を３年

延長 

農業ハウスの農地法上の取扱い

に関する税制上の所要の措置 

・農業用ハウスなどの内部の土地を全面コンクリ

ート張りにした場合も、税制上「農地」として

扱う 

都市農業振興に資する税制上の

所要の措置 

・生産緑地を貸借した場合も相続税の納税を猶予 

・宅地等及び農地の負担調整措置については、平

成 30年度から平成 32年度までの間現行の負担

調整措置の仕組みを継続する 

・特定生産緑地の固定資産税、都市計画税を現行

と同様に扱う 

・三大都市圏の特定市以外の生産緑地について、

営農継続要件を終身化 

再生可能エネルギーに関する税

制上の所要の措置 

・再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の

特例を２年延長 

組織変更後のＪＡ都道府県中央

会に関する税制上の所要の措置 

― 



 
 

〇 都市農業振興に資する税制上の所要の措置については、貸借を行った生産緑地

における相続税納税猶予制度の継続等が関係法令の制定等を前提に認められた

（生産緑地における市民農園含む）。 

 

〇 特定生産緑地は、現行の生産緑地と同様の税制上の措置が認められた。特定生産

緑地に指定されない生産緑地については、相続税・贈与税は、現役世代に限り納税

猶予が継続され、固定資産税・都市計画税は５年間の激変緩和が措置された。 
 

〇 また、相続税の納税猶予については、現在２０年の営農継続により免除が認め

られている地域（三大都市圏特定市以外の都市および平成３年１月１日以降に特

定市となった都市）は現行制度が維持された。ただし、同地域でも生産緑地は終

身営農継続が要件となった。（経過措置で、既に生産緑地の場合は、現役世代は２

０年営農継続、次世代あるいは貸借を行うと終身営農継続が要件となった） 

 

○ なお、青色申告特別控除の控除額が現行６５万円から５５万円に引き下げるこ

ととされた。（ただし、①仕訳帳および総勘定元帳について、電磁的記録の備付及

び保存を行うこと、②確定申告書等の提出を、提出期限までに電子情報処理組織

（e-Tax）を使用して行うこと、いずれかの要件に該当する場合は、控除額は６５

万円となる。） 

 

２．今後の見通し 

○ 政府は今月下旬に大綱を閣議決定し、関係する税法などの改正案を来年の通常

国会に提出する予定とされる。 
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